
事　業　評　価　シ　ー　ト 環境基本計画策定事業405101

405101 環境基本計画策定事業

地球にやさしい　活力あるまち

環境保全

協働による環境保全

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民、事業者、市の環境対策

市民全般（特定の受益者無し）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

「環境基本計画」は、あらゆる環境分野を総合的に捉え、市総合計画と連携し、環境理念の基、将来あるべき環境像を目
指して、数値目標等を定め計画的な進行管理を行う指針となるものである。市民、事業者、行政の三位一体で取り組む
内容である。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

審議会等の開催回数 4 回/年

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

環境政策課環境経済部

市

環境基本法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

審議会等の開催回数

7 - -24 (決算) 7 - -175.00 - -

9 - -25 (予算) - - -225.00 - -

4 - -26 (計画) - - -100.00 - -

4 - -27 (計画) - - -100.00 - -

4 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

環境基本計画策定事業4051011141/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 環境基本計画策定事業405101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

今後は、現行の「指針」で触れていない事項や公害問題に加え地球温暖化防止対策を主体に、エネルギー関連や経済
動向も踏まえた、確かな環境理念と計画性のある環境行政を確立する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

本計画の策定に当たっては、専門知識に加え、市民・事業者の意識調査やパブリック・コメント、更に関連する庁内横断
的な意見集約等を系統的にまとめ上げる能力を要する。また、環境審議会や検討委員会等も多数開催することになり、
かなりの時間と労力を要する。

・事業実施上の検討課題

成果指標

審議会等実施回数の達成率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
実施回数／目標実施回数×１００

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
庁内体制により平成２５年度までに環境基本計画を策定
し、以後は定期的な進捗管理と公表を実施する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

環境基本法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

024 (決算) 00.00

10025 (予算) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

686 228224 (決算) 4,959 5,645

5,239 172425 (予算) 3,858 9,097

592 111626 (計画) 2,492 3,084

592 111627 (計画) 2,485 3,077

592 111628 (計画) 2,480 3,072

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 環境基本計画策定事業405101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 環境基本計画策定事業405101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
10

地球温暖化防止や公害防止対策など環境分野を総合的に捉え、
市、市民、事業者が連携・協働し、将来あるべき環境像を目指す
計画であり、必要である。

10
10
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

座間市環境基本条例に基づき、総合的かつ計画的な環境行政の
推進を図るため、様々なイベントやパブコメ等を通して、広く市民か
らの意見等を募り、それらを踏まえ、審議会に諮り平成25年度末ま
でに策定する。

6
6
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
6

総合的かつ計画的な環境行政を推進して行く上で極めて有効（必
要）な事業である。 10

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

市、市民及び事業者の役割を明らかにし、現在及び将来の市民
の健康で安全かつ快適な生活の確保に寄与する。 10

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

現在の世界的な環境問題への取り組みにおいて、本市の環境政
策を推進して行く上で様々な事業の基本となる計画であり、優先
的に実施すべき事業である。

9
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

Ｃ ・
Ｃ ・
B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・

A ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 8B ・ 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

地球温暖化や公害対策など環境分野を総合的に捉え、市・市民・事業者が一体となり、将来あるべき環
境像を目指すために取り組むべき計画であり、必要性は極めて高く、先に制定した環境基本条例に基づ
き、今後は、適正な運用を施行する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 環境対策啓発事業405104

405104 環境対策啓発事業

地球にやさしい　活力あるまち

環境保全

協働による環境保全

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

「環境の概況」の作成
「高座地区河川をきれいにする会」への参画
環境学習会（環境講演会、目尻川水辺環境教室、ざまっ子環境教室）を開催

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

環境学習会の開催回数 3 回/年

環境の概況の発行回数 1 回/年

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

環境政策課環境経済部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

環境学習会の開催回数 環境の概況の発行回数

3 1 -24 (決算) 3 1 -100.00 100.00 -

3 1 -25 (予算) - - -100.00 100.00 -

3 1 -26 (計画) - - -100.00 100.00 -

3 1 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

3 1 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

-29 (計画) - - --
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事　業　評　価　シ　ー　ト 環境対策啓発事業405104

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

環境保全意識の向上を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

単発な行事を重ねるだけではなく、環境月間などと合わせた組織的なイベントとする方向を検討したい。

・事業実施上の検討課題

成果指標

学習会の参加率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
環境学習会参加人数／環境学習会の
定員の合計

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
現状のコストを維持しながら、他課との連係やホームペー
ジの活用などで成果を向上する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

99.124 (決算) 99.199.10

10025 (予算) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

85 25024 (決算) 543 628

133 30825 (予算) 689 822

162 30826 (計画) 688 850

162 30827 (計画) 686 848

162 30828 (計画) 684 846

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 環境対策啓発事業405104

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

公共性等から市が実施する方が妥当である。

一定の効果がある。

効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

環境対策啓発事業4051041147/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 環境対策啓発事業405104

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
8
6

環境問題は、日常生活や生産活動に起因するため、人と環境との
関わりについて、理解と認識を深め、環境への負荷が少ない実践
活動を高める啓発事業は必要である。

6
8
6

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

6
6
5

環境月間でパネル展示、各補助制度のＰＲ、環境講演会などで集
中的に取組み、河川の美化活動や夏休みの環境教室など、団
体、企業等と連携・協働し効率的に啓発している。

6
6
4

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

環境保全活動を推進するには、市民、事業者と連携・協働が重要
である。そのために、環境への関心、理解を深める啓発事業は有
効である。

8
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

児童・生徒から大人まで幅広く事業を展開している。
8
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
4

環境への認識を高め効果を上げる手段として、優先的に行うべき
である。 7

7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

Ｃ ・
B ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・
Ｄ ・

B ・
Ｃ ・

B ・
－

B ・
B ・

B ・
B ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

Ｃ ・
Ｄ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 6Ｃ ・ 5Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｄ ・ 5 7B ・

内部評価

6

Ｃ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

様々な環境保全に関するイベントを開催することにより、市民への環境保全意識の高揚が図られ、市の
環境保全施策を効率的に推進するために必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

環境対策啓発事業4051041148/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト ひまわり環境システム推進事
業

405110

405110 ひまわり環境システム推進事業

地球にやさしい　活力あるまち

環境保全

協働による環境保全

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民全般（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

環境への負荷を軽減するための環境管理システムの運用を実施する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

環境改善研修の実施回数 3 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

環境政策課環境経済部

市

環境改善活動を推進するためには、ＰＤＣＡサイクルが効率的に回る必要がある。それには

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

環境改善研修の実施回数

3 - -24 (決算) 3 - -100.00 - -

3 - -25 (予算) - - -100.00 - -

3 - -26 (計画) - - -100.00 - -

0 - -27 (計画) - - -0.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

ひまわり環境システム推進
事業

4051101149/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト ひまわり環境システム推進事
業

405110

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

平成１３年度より継続して運用してきたＩＳＯ１４００１外部認証を返上し、座間市独自の規格「ひまわり環境システム」として
平成２２年度から運用を開始した。ＩＳＯ改善事業の優れた点を継承しつつ、エネルギーの削減に特化し、環境への負担
軽減を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

ひまわり環境システムの活動として登録する環境影響は、環境負荷の低減が中心となっているが、環境に好影響を及ぼ
すことに視点をあて、事業の拡大を図る方向に進むべきである。

・事業実施上の検討課題

成果指標

内部監査（一般）適合部署の率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
内部監査適合部署数÷内部監査対象
部署数×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
ＰＤＣＡサイクルの展開を図るため、内部監査を実施す
る。また、環境意識の向上を図るため、外部講師による教
育を実施する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

環境改善活動を推進するためには、ＰＤＣＡサイクルが効率的に回る必要がある。それには、職員一人ひとりの環境意識
の向上が必要である。

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10024 (決算) 100100.00

10025 (予算) -100.00

10026 (計画) -100.00

027 (計画) -0.00

028 (計画) -0.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

356 167424 (決算) 3,638 3,994

350 167425 (予算) 3,746 4,096

369 167426 (計画) 3,738 4,107

0 027 (計画) 0 0

0 028 (計画) 0 0

029 (計画)

ひまわり環境システム推進
事業

4051101150/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト ひまわり環境システム推進事
業

405110

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

ひまわり環境システム推進
事業

4051101151/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト ひまわり環境システム推進事
業

405110

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
7
7

本市の事務事業を遂行するにあたり、すべての事業で環境負荷の
低減と改善を進めていくため、全庁を対象とした環境マネジメントシ
ステムを運用するために必要である。

8
7
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

ＩＳＯ１４００１を返上し認証経費の削減を図り、市独自のシステムで
運用し、職員の意識高揚と省エネ・省資源に取組んでおり有効で
ある。

8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

環境マネジメントシステムにより、職員の更なる環境意識の啓発を
図るとともに、エネルギー使用の効率化を図り、CO2排出量の削減
に効果がある。

9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

市が率先して環境配慮活動を行っていることを示すことにより、市
民や事業者に対して、環境配慮活動への取り組みの促進につな
げる。

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）や地球温暖
化対策推進法（温対法）の改正により、市も一事業者として新たに
対象となったことから、従前にもまして環境配慮活動を行っていく
必要がある。

8
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

A ・
B ・

A ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

平成22年度から市独自の環境マネジメントシステムとして導入したものであり、すべての事業で環境負荷
を低減するために必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

ひまわり環境システム推進
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト スマートハウス関連設備設
置助成事業費

405116

405116 スマートハウス関連設備設置助成事業費

地球にやさしい　活力あるまち

環境保全

協働による環境保全

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民

住宅用太陽光発電システムを導入し、環境に優しい自然再
生エネルギーを活用する市民に対する助成事業。

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

住宅用太陽光発電システムを導入しようとする市民に対し、その費用の一部を助成する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

住宅用太陽光発電設備設置助成件数（年間） 200 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

環境政策課環境経済部

市

住宅用太陽光発電設備設置補助金交付要綱

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

住宅用太陽光発電設備設置助
成件数（年間）

202 - -24 (決算) 202 - -101.00 - -

140 - -25 (予算) - - -70.00 - -

200 - -26 (計画) - - -100.00 - -

200 - -27 (計画) - - -100.00 - -

200 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

スマートハウス関連設備設
置助成事業費
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事　業　評　価　シ　ー　ト スマートハウス関連設備設
置助成事業費

405116

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

再生可能エネルギー等の活用により、ＣＯ2削減の一助となり、地球温暖化防止対策の一環となる。

・意図（どういう状態にしたいのか）

事業の実施期限は社会情勢や県の補助の考え方と合わせ、今後検討していく。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設備設置助成達成率（年間）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
設備設置助成件数／予定件数×１００

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
市の助成金＋県の助成金を上乗せして、予算内で助成
する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

住宅用太陽光発電設備設置補助金交付要綱

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10124 (決算) 101101.00

10025 (予算) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

18,928 60624 (決算) 1,317 20220,245 100,222

8,400 42025 (予算) 940 1409,340 66,714

20,800 60026 (計画) 1,340 20022,140 110,699

20,800 60027 (計画) 1,336 20022,136 110,681

20,800 60028 (計画) 1,333 20022,133 110,666

029 (計画)

スマートハウス関連設備設
置助成事業費
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事　業　評　価　シ　ー　ト スマートハウス関連設備設
置助成事業費

405116

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

スマートハウス関連設備設
置助成事業費

4051161155/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト スマートハウス関連設備設
置助成事業費

405116

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
6
6

太陽光発電は、地球温暖化対策やエネルギー自給率向上などの
観点から事業推進に必要である。 8

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

6
6
6

太陽光パネル等の価格は下落傾向だが、エネルギー自給率向上
には、補助制度による取組みは効率的である。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

東日本大震災以降の電力不足対策や地球温暖化対策などエネ
ルギーの地産地消、自給率向上、温室効果ガス排出の抑制に有
効である。

8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

この事業は、個人を対象とした補助であることから、補助金の上限
額を設けるとともに、予算の範囲内で先着順とするなど受付に関す
るルールを設けている。

8
8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

エネルギー対策や地球温暖化対策として、国や県も積極的に施
策を展開しており、市としても時期を同じくして施策を展開すること
で、市民への普及など相乗効果が大きくなると期待できることから、
優先的に行うべき事業である。

10
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 6Ｃ ・ 8B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・7

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

住宅用太陽光発電設備、エネファーム、リチウムイオン蓄電池及びＨＥＭＳを導入する市民に対して設置
費の一部を助成することにより、一般家庭における再生可能エネルギー及び省エネルギー設備の普及促
進が図られ、低炭素社会の実現が期待できる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

スマートハウス関連設備設
置助成事業費
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事　業　評　価　シ　ー　ト 電気自動車購入等助成事
業

405125

405125 電気自動車購入等助成事業

地球にやさしい　活力あるまち

環境保全

協働による環境保全

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

電気自動車購入者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

走行中に二酸化炭素や窒素酸化物の排出のない電気自動車を購入した市民及び市内事業者に対し、購入費用の一部
を助成する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

電気自動車購入助成件数 10 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

環境政策課環境経済部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

電気自動車購入助成件数

11 - -24 (決算) 11 - -110.00 - -

49 - -25 (予算) - - -490.00 - -

10 - -26 (計画) - - -100.00 - -

10 - -27 (計画) - - -100.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

電気自動車購入等助成事
業

4051251157/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 電気自動車購入等助成事
業

405125

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

地球環境への負荷が少ない低炭素社会が実現し、地球温暖化防止対策を進展する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・事業実施上の検討課題

成果指標

電気自動車購入助成件数達成率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
電気自動車購入助成件数／目標台数
×１００％

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
低炭素社会推進基金を活用し、一般財源の負担を最小
限にしながら事業の効果を拡大する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

57.924 (決算) 57.957.90

10025 (予算) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

028 (計画) -0.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,704 4124 (決算) 89 112,793 253,918

9,700 18425 (予算) 412 4910,112 206,363

2,000 3826 (計画) 85 102,085 208,485

2,000 3827 (計画) 85 102,085 208,463

0 3828 (計画) 84 1084 8,444

029 (計画)

電気自動車購入等助成事
業

4051251158/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 電気自動車購入等助成事
業

405125

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

電気自動車購入等助成事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 電気自動車購入等助成事
業

405125

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

二酸化炭素や窒素酸化物を排出しない電気自動車を普及させる
ことにより、地球温暖化防止対策や大気汚染防止に寄与するため
に必要である。

8
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
10
7

低炭素社会実現への施策に賛同された寄付金を財源に基金とし
て活用している。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

低炭素社会の実現に寄与する。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

本事業は、電気自動車を購入する個人を対象にしているため、限
定される部分はあるが、率先導入に対する支援を通じて市民に対
する普及促進を図ることが出来る。

8
8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

地球温暖化対策の一つとして、国や県も積極的に施策を展開して
おり、市としても時期を同じくして施策を展開することで、市民への
普及など相乗効果が大きくなると期待できることから、優先的に行
うべき事業である。

10
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

B ・
A ・

B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・7

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

電気自動車の購入に対する補助制度は、低炭素社会の実現のための効果的な施策の一つであり、国の
施策と連携することにより、電気自動車普及の促進が期待できる。また、平成２３年度に創設した低炭素
社会推進基金を原資とした事業として必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

電気自動車購入等助成事
業

4051251160/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 電気自動車急速充電器設
置助成事業

405134

405134 電気自動車急速充電器設置助成事業

地球にやさしい　活力あるまち

環境保全

協働による環境保全

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

電気自動車用急速充電器の設置者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市内で一般利用者を対象とした電気自動車用急速充電器を設置する者に対し、１基あたり１／２以内で最高５０万円の助
成金を交付する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

電気自動車用急速充電器の設置補助台数 2 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

環境政策課環境経済部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

電気自動車用急速充電器の設
置補助台数

0 - -24 (決算) 0 - -0.00 - -

2 - -25 (予算) - - -100.00 - -

2 - -26 (計画) - - -100.00 - -

0 - -27 (計画) - - -0.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

電気自動車急速充電器設
置助成事業

4051341161/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 電気自動車急速充電器設
置助成事業

405134

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

電気自動車の普及促進を通して低炭素社会の推進を図る

・意図（どういう状態にしたいのか）

電気自動車の普及には、一定数の急速充電器が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

電気自動車用急速充電器の設置補助成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
電気自動車用急速充電器設置助成台
数／目標台数×１００％

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
電気自動車の普及促進を図るためには、急速充電器の
設置拡充が必要である。
市内で一般利用者向けに電気自動車用急速充電器を設
置する者に対し、１基あたり１／２以内で最高５０万円の助
成金を交付する。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

024 (決算) 00.00

10025 (予算) -100.00

10026 (計画) -100.00

027 (計画) -0.00

028 (計画) -0.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

0 7824 (決算) 169 169

1,000 8625 (予算) 192 21,192 596,234

1,000 8626 (計画) 192 21,192 596,019

0 027 (計画) 0 0

0 028 (計画) 0 0

029 (計画)

電気自動車急速充電器設
置助成事業

4051341162/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 電気自動車急速充電器設
置助成事業

405134

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

電気自動車急速充電器設
置助成事業

4051341163/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 電気自動車急速充電器設
置助成事業

405134

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
8
8

市内で一般利用者を対象とした電気自動車用急速充電器を、設
置した者に対し補助金を交付するもので、電気自動車の普及促進
のため必要である。

8
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

低炭素社会推進基金を活用しており、効率は高い。
8
10
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
5

電気自動車の充電インフラが整備されることにより電気自動車の普
及が進み、低炭素社会の推進に寄与する。 8

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
6

主に事業者を対象とした補助制度であるが、電気自動車の普及促
進に欠かせないものであり、低炭素社会の推進により受益者は市
民全体に及ぶ。

8
8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
6

低炭素社会の推進に向け、進めるべき事業である。
10
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・

B ・
Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 6Ｃ ・ 8B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・7

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｄ ・ 6 8B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

充電インフラの整備のために、一般の利用者を対象とした電気自動車用急速充電器を設置する者に対
し、低炭素社会推進基金を原資として、設置費の一部を助成するものであり、必要性が高い事業である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

電気自動車急速充電器設
置助成事業

4051341164/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 河川水質測定事業405225

405225 河川水質測定事業

地球にやさしい　活力あるまち

環境保全

公害防止対策の推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

河川水

市民全般（特定の受益者無し）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市内２河川（鳩川、目久尻川）の水質分析（生活環境項目・健康項目）
市内３河川（相模川、鳩川、目久尻川）の生物相調査　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

河川水質測定(生活環境項目)の測定回数（年間） 6 回

河川水質測定(健康項目)の測定回数（年間） 2 回

河川生物相調査の実施回数（年間） 2 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

環境政策課環境経済部

市

環境基本法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

河川水質測定(生活環境項目)
の測定回数（年間）

河川生物相調査の実施回数
（年間）

河川水質測定(健康項目)の測
定回数（年間）

6 2 224 (決算) 6 2 2100.00 100.00 100.00

6 2 225 (予算) - - -100.00 100.00 100.00

6 2 226 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

6 2 227 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

6 2 228 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

29 (計画) - - -

河川水質測定事業4052251165/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 河川水質測定事業405225

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市内を流れる河川の水質を定期的に測定し、経年比較等の状態を把握する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

公共下水道の整備と各家庭･事業所等の公共下水道への接続率の向上等により、河川の水質は改善されている。今後と
も、河川に負荷をかけないよう市民･工場事業所への周知徹底が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
引き続き調査を継続し､河川水質の環境基準との達成率
を把握をする。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

環境基本法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,574 13624 (決算) 296 1,870

1,910 13625 (予算) 304 2,214

1,923 13626 (計画) 304 2,227

1,923 13627 (計画) 303 2,226

1,923 13628 (計画) 302 2,225

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 河川水質測定事業405225

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

河川水質測定事業4052251167/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 河川水質測定事業405225

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

生活環境の保全上、継続して河川水質の状態把握を行い、環境
基準の検証を行うため必要である。 8

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
7
7

河川水質状態を調査し、河川水質の環境基準の達成率を把握で
きる。 8

7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

河川の水質調査と生物相調査を実施する事により、環境基準の達
成状況を把握することができ、生活環境の保全が図れる。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
8

本事業は、市民に対する水質保全・河川環境の啓発促進に役
立っている。 10

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

生活環境の向上のため、調査を継続し、河川水質の環境基準の
達成率を把握していく。 9

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 10A ・9

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

生活環境の向上には、河川における環境基準の達成のための観測は不可欠であるので、必要性は高
い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト ダイオキシン類実態調査事
業

405231

405231 ダイオキシン類実態調査事業

地球にやさしい　活力あるまち

環境保全

公害防止対策の推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

大気、地下水、土壌

市民全般（特定の受益者無し）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

ダイオキシン類実態調査委託。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

ダイオキシン類（大気）の測定箇所 3 回

ダイオキシン類（地下水）の測定箇所 3 回

ダイオキシン類（土壌）の測定箇所 3 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

環境政策課環境経済部

市

ダイオキシン特別措置法に準ずる。

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

ダイオキシン類（大気）の測定
箇所

ダイオキシン類（土壌）の測定
箇所

ダイオキシン類（地下水）の測
定箇所

3 3 324 (決算) 3 3 3100.00 100.00 100.00

3 3 325 (予算) - - -100.00 100.00 100.00

3 3 326 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

3 3 327 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

3 3 328 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

29 (計画) - - -

ダイオキシン類実態調査事
業

4052311169/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト ダイオキシン類実態調査事
業

405231

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

ダイオキシン類の汚染状態の把握。

・意図（どういう状態にしたいのか）

①調査の結果によっては、新たな調査や対策が必要となる。②未規制化学物質が新たに出現したときは、物質ごとの対
応が必要となる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

ダイオキシン類の環境基準達成率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
測定回数／予定測定回数×１００
　

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
引き続き調査を継続し、環境基準の把握に努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

ダイオキシン特別措置法に準ずる。

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10024 (決算) 100100.00

10025 (予算) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,071 12024 (決算) 261 1,332

1,300 12025 (予算) 269 1,569

1,383 12026 (計画) 268 1,651

1,383 12027 (計画) 267 1,650

1,383 12028 (計画) 267 1,650

029 (計画)

ダイオキシン類実態調査事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト ダイオキシン類実態調査事
業

405231

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

ダイオキシン類実態調査事
業

4052311171/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト ダイオキシン類実態調査事
業

405231

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
7
9

人体等への影響を考慮し、大気・土壌・地下水中のダイオキシン濃
度を継続的に把握し、環境基準の検証を行うため必要である。 7

7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
7

ダイオキシン類の汚染状態の把握ができ、生活環境の保全・向上
が図れる。 7

7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

継続的に調査を実施する事により、実態が明らかに出来る。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

大気・土壌・地下水の調査を行い、広く市民に周知する。
7
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

生活環境の保全上、事業の優先性は高く、検出値は低く安定傾
向にあるが、引き続き調査を継続し、環境中の数値の把握に努め
る必要がある。

9
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・

B ・
－

A ・
B ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
A ・

B ・
B ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

ダイオキシン類の人体への影響が危ぶまれることから、継続的に実施する必要性の高い事業である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

ダイオキシン類実態調査事
業
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